
平成２４年度の京都市市民参加推進フォーラムの取組について
１　平成２４年度の重点的な取組について
「第２期京都市市民参加推進計画」に掲げる重点的な取組（３１項目）のうち，今年度以降，フォーラムで議論を重ねながら取り組んでいくものは，資料５において，網掛けをしている以下の９項目である（項目冒頭の数字は，資料５の項目の番号に一致）。
５　無作為抽出で選んだ市民による議論の実施　
	　住民基本台帳から無作為で抽出された市民が，限られた期間に具体的課題の解決を議論し，提言する取組を行います。　


６　市民主体の組織の合同による「課題抽出」の議論の実施

	　多様な市民で構成され，「課題の抽出」から「実行」に至るまで様々な活動を行っている市民主体の組織による取組が進められており，それらが合同して「課題の抽出」のための議論を行う取組を実施します。


７　一人一人の声を共有し，地域内で話し合う場づくりへの支援（「協働井戸端会議（仮称）」）の推進

	　市民が，地域課題について多様な主体の参加を得て議論する機会を持ちたいと考えたとき，議論する場の提供やコーディネーターを派遣するなど，これを支援する取組を推進します。


１６　「協働の日（仮称）」の創設

	　「協働の日（仮称）」を設け，自治会・町内会，ＮＰＯ法人等の市民活動団体，企業・事業者，大学，寺社などが，まちづくり活動，ボランティア活動，企業のＣＳＲ活動（社会貢献活動），行政との協働事業などに重点的に取り組んだり，ＮＰＯ法人等の市民活動団体に対する寄付の募集を呼び掛けるなどの取組を実施します。


１８　多様な主体をつないで実施する事業への支援の充実

	　多様な主体をつないで実施する事業に対して後援や共催を行ったり，事業や活動に関する情報を積極的に発信するなどにより，多様な主体をつないで取り組む事業の支援を充実します。


２２　協働のルールや指針などを市民主体で考える取組の検討・実施
	　まちづくり活動を担う主体同士の協働や行政との協働を進めるためのルールや指針を，それを担う主体が議論を重ねて決める取組を検討し，実施します。具体的には，多くの市民の参加を得て，ＮＰＯ法人等の市民活動団体と行政とが協働を進めるに当たってのそれぞれの役割や責任について共通認識を持つための協同のルールである「コンパクト」を，新たに全市的に適用できるものとしてつくることなども想定されます。

	


２８　民間の資金をいかした資金面での支援

	　市内で行政，ＮＰＯ法人等の市民活動団体，民間のファンドなどと共同で，市民や企業・事業者などにまちづくり活動への寄付を呼び掛けるキャンペーンを実施したり，売上金の一部をＮＰＯ等の市民活動団体へ寄付をする商店街ぐるみの取組を支援するなど，民間の資金をまちづくり活動にいかす取組を実施します。


　　
２９　人件費を積算した補助金，助成金の仕組みの検討
	　ＮＰＯ法人等の市民活動団体の事業に対する補助金，助成金のうち，それぞれの事業の趣旨により，人件費を積算する必要がある事業に対しては，人件費を積算する仕組みを検討します。


３１　「職員のための市民参加推進の手引き（仮称）」の作成
	　市民参加は，市政運営の根幹であり，全庁一丸となってこれを推進していく必要があることから，市民参加の理念，実務上のルール，ノウハウやコツなどを盛り込んだ「職員のための市民参加推進の手引き（仮称）」を作成します。


２　会議等の運営
（1） フォーラム
年４回開催する。　　　　　
【開催時期の御提案】７月末，１２月，３月

（２）部会・自主勉強会等
　　

（３）市民参加円卓会議

　　　京都市の市民参加の取組や地域のまちづくり活動に関する市民の率直な意見

　　交換の場として開催

（４）市民公募委員サロン

　　　本市の様々な審議会等に在籍する市民公募委員の横のつながりをつくり，情報交換や交流を行う場として開催　　　　
【開催時期の御提案】８月，３月
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